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平成 22 年度 事業概要・評価シート

総 合 計 画

新エネルギー活用施設
　設置費補助金交付事業

市が直接実施

地域自治センターで実施（センター内決裁のみ）

本庁のみで実施

　自宅に太陽光発電システムを設置しようとする市民(一般家庭)を対象としています。

　太陽光エネルギーを利用することは上田地域の気象特性に最も適しています。まずは
身近でできるところからという視点で、一般家庭の設置費用の一部を補助することによ
りその普及促進を図り、温室効果ガスを削減していくことを目的としています。

ソフト

　市民アンケートの調査結果から、新エネルギー機器の導入意向として「すぐに導入し
たい」または「そのうち導入したい」と答えた人の割合は53%でした。また、使ってみ
たい新エネルギーとして太陽光発電と答えた人の割合は56%となっています。

　上田市は、全国的に見ても太陽光エネルギーに恵まれた地域であることが気象データ
から裏付けられています。このため上田市全体としては、二酸化炭素削減に最も取組み
やすく、直接CO2削減の効果が最も大きいものが太陽光発電であり、この普及促進を図
る必要があります。
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期間
上田市新エネルギー活用施設設置費補助金交付要綱
(太陽光発電システム設置費補助)

市長マニフェストの記載

会計-款-項-目

各自治センターでそれぞれ実施

一般会計環境衛生事業費

その他(

業務委託

地域自治センターで実施（本庁決裁有）

　太陽光発電を普及促進するため平成6年度に国の補助が開始されました。上田市にお
いては平成13年度から補助を開始していますが、国が補助を打ち切った平成18年度と19
年度にも補助を継続し現在に至っております。
　特に国の補助制度が再開された平成20年度以降から申請件数が大幅に増加していま
す。

補助交付金(交付先：

　1kw当たり26,000円の補助とし、上限は104,000円(4kw)。太陽光発電システムを設置
した個人に対し補助金の交付をしています。



3 事業費
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4 事業の効果を得るための活動計画・実績

5 活動実績による事業の効果

6 現状の分析
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7 その他

8 第１次評価(担当課による自己評価：今後の方向性)

9 第２次評価(行政改革推進室：今後の方向性)

委託･指定管理見直し

市民(自治会等)主体移管・譲渡 庁内分権推進
地域内分権推進民間企業・NPO等主体他事業と統合

休止・廃止
縮小

課題と今後の
方向性

特記事項

（留意事項等）

拡大

　別紙資料のとおり、申請件数が年々増加している状況の中、補助金を継続した自治体
の住民に比べ自己負担が増加することにより設置意欲が減退し、結果的にCO2削減の取
組み意欲が低下することが懸念されます。

業務委託化
市民協働の推進

　別紙資料のとおり、上田地域の月平均日射量4.14KW/㎡(財団法人新エネルギー･産業
技術総合開発機構のデータ)は全国の中でも上位に位置しています。

現状維持 非常勤職員化

市における類似
事業(担当課)

事業を廃止した
ときの影響

非該当

該当　⇒

第１次評価
の概要

拡大 業務委託化

　地球温暖化対策は喫緊の課題であり、住民の新エネルギーへの取組み機運が高まってい
る中、温室効果ガス削減を進めるうえで太陽光発電システム設置に対する補助を継続・拡
大させることは必要であると考えています。

受益者負担の見直し
施設･設備の改善
補助金単価･対象の見直し

指定管理者化

現状維持 非常勤職員化

　平成22年度における申請者数は12月末で500件と前年度の305件を大きく上回っている
が、これらの申請件数については国の補助金の動向にも影響されるところが大きい。
　また、CO2削減の効果を上げるには、一般家庭だけでなく事業所への普及も必要と
なっています。

市民協働の推進 歳入確保

事業の効率化
期限の設定
事業内容の見直し

歳入確保

事業内容の見直し 受益者負担の見直し
縮小 指定管理者化 期限の設定 施設･設備の改善
休止・廃止 委託･指定管理見直し 事業の効率化 補助金単価･対象の見直し

他事業と統合 民間企業・NPO等主体 地域内分権推進
移管・譲渡 市民(自治会等)主体 庁内分権推進

仕分けの視点 補助制度上の普及目標値及び交付期限の設定

第２次評価
の概要

　地球温暖化対策は地球規模の問題ではあるが、地方自治体としても積極的に取り組まな
ければならない課題である。特に、有数の寡雨地域である上田市では太陽光を積極的に活
用することは効果的な施策であると考えられる。

　また、一般家庭に施設を設置することによる経済的効果も期待できるが、個人資産への
補助であることから、普及拡大を図るための導入初期における補助制度と位置付け、市と
しての最終目標を設定した上で普及計画を策定、公表、周知するとともに、補助金の交付
期限を設ける必要がある。期限を設けることにより、早期普及にも効果があると考えられ
る。

方向性
普及目標値と補助金交付期間の設定について
検討

実施目標年度 平成 24 年度


